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　本号に掲載している情報に関して、今後、新型コロナウイ
ルス感染症対策で延期・中止や内容を変更する場合がありま
す。最新の情報に関しては市ＨＰ（右のQRコード
からもアクセス可）をご覧いただくか、各担当課
へお問い合わせください。

5月29日（金)まで
小口事業新型コロナウイルス感染症対策資金融資制度を開始

（2）（1）と次のすべてに該当する法人である 
〇 主たる事務所または事業所（登記上の本店
所在地）が市内にある

〇資本金1,000万円以下である
〇 東京信用保証協会の保証が得られ、保証対
象業種である

〇市税を滞納していない　

（3）（1）と次のすべてに該当する個人である 
〇 市内または立川・府中・小金井・小平・国
立市（隣接市）に住所を有し市内で事業を
営んでいる、または市内に住所を有し隣接
市で事業を営んでいる

〇 従業員20人以下である（商業・サービス
業は10人以下）

〇 東京信用保証協会の保証が得られ、保証対
象業種である

〇市税を滞納していない

要件

（1）次の①②いずれかに該当する事業者である

② 創業後1年を経過していない場合は、
最近1か月間の売上高が、最近1か月
間を含む3か月間の平均売上高または
令和元年12月の売上高に比べて20％
以上減少している

① 最近1か月間の
売上高が前年同
期の売上高に比
べて20％以上
減少している

新型コロナウイルス感染症対策に向けた市長メッセージ新型コロナウイルス感染症対策に向けた市長メッセージ
国分寺市長　井澤　邦夫国分寺市長　井澤　邦夫

　現在、東京都内において新型コロナウイルス感染の更なる拡大が懸念されています。当市においては、市民の命と健康を守るた
め感染者が発生しないよう、東京都多摩立川保健所や国分寺市医師会など関係機関と連携し対応を図っているところです。
　市民の皆さんにおかれましては、「感染が懸念される換気の悪い密閉空間」、「人が密集している場所」、「近距離での会話や発声
が行われる」という条件が同時に重なる場所を避けてください。また、不要不急の外出抑制にご協力をお願いするとともに、手洗い、
うがい、マスクの着用等の励行もお願いします。
　その他、症状がみられる方については、まずはかかりつけの医療機関に電話で連絡し、医師の指示に従ってください。なお、感
染に関する情報は、当市を管轄する東京都多摩立川保健所を通じて収集しております。
　当市では、1月の末から新型コロナウイルス感染症対策本部を立ち上げ（＊）、刻々と変わる状況に合わせイベントや公共施設な
どの運営に関する決定を随時行ってきております。
　学校、保育園、学童保育所、親子ひろばなどは、そのリスクを考慮し、必要に応じて対策本部での検討を経て運営方法を決めて
います。
　市民の皆さんには、市ホームページ、市報、回覧板、掲示板、自治会・町内会の掲示板、生活安全・安心メール、ツイッターな
どで逐次お知らせしています。また、緊急を要する場合には防災無線や市の広報車などでの呼びかけを実施してまいります。
　また、市役所での窓口業務においては、来庁する市民の方々への感染が発生しないよう最大限の配慮に努めているところです。
　皆さんにはご不便をおかけすることになろうかと思いますが、何卒特段のご理解ご協力をお願いいたします。
（＊） 新型コロナウイルス感染症対策本部では、これまで19回にわたって検討を行ってまいりましたが、国において新型インフル

エンザ等緊急事態宣言がなされたことに伴い、法に基づく対策本部として改めて位置付けました

当市では、新型コロナウイルス感染症対策として国・都などから情報収集を行い、皆さんからのお問い合わせへの対応や支援、
広報活動など迅速な対応を図るため、国分寺市新型コロナウイルス感染症緊急対策プロジェクトチームを設置しました。

市民の皆様へ改めてお願いです
〇 不要不急の外出を控えてください。市役所への相談・お問い合わせは、極力電話やメールでお
願いします。

〇 「換気の悪い密閉空間」、「人が密集している場所」、「近距離での会話や発声が行われる」とい
った、いわゆる「3つの密」を避けて行動してください。

→経済課（内396）

　新型コロナウイルス感染拡大を受けて、事業活動に
影響を受けている事業者を対象に、小口事業新型コロ
ナウイルス感染症対策資金融資制度を始めました。

要件下記のとおり　資金区分運転資金　融資限度額300万円
融資期間38月以内（据え置き期間2月含む）　融資利率年利1％（全額利子補給）
保証料補助2分の1補助　m詳しくは経済課へ


